
様式１号 
自動販売機設置に関する提案書 

令和  年  月  日 
 
（あて先）川口市長 

住所又は所在地 
氏名又は名称             
代表者名               
担当者名 
担当者連絡先 

 
自動販売機設置に関する提案は、下記のとおりです。 

 
１ 設置希望施設（希望する公園番号に〇印を記入すること） 
 
 
 

公園番号 公園名 
１ 芝児童交通公園 

２ 前田西公園 

３ 石神さくら公園 

４ 里第６公園 

５ 町谷公園 

 
  



２ 提案内容 
（１）〔販売内容〕 
項目 内容 提案内容 

ア．商品の多様性 何種類提供の販売機か（セレ

クション数はいくつか） 
 

イ．販売価格 販売価格平均はいくらか  
ウ．品目の内容 他社とは異なる商品や季節の

商品など、魅力的な品揃えが

提供できるか 

 

 
（２）〔自動販売機機能〕 
項目 内容 提案内容 

ア．省エネルギー

機能 
年間消費電力を極力抑えた販

売機か（年間消費電力（kＷ-
h）を記載） 

 

イ．防災対策機能 防災対策機能が充実し、利用

しやすい機能であるか 
 

ウ．付加機能等 防犯カメラや、その他の付加

機能を有し、住民サービスの

向上になる機能であるか 

 

 
（３）〔清掃管理〕 
項目 内容 提案内容 

ア．ごみの回収頻

度（１） 
ごみの回収は週何回か  

イ．ごみの回収頻

度（２） 
定期回収のほか、回収の要請

があった場合の取り組みはど

のようにするのか 

 

ウ．周辺清掃 自動販売機周辺の清掃の取り

組みはどのようにするのか 
 

 
  



（４）〔問合せ対応〕 
項目 内容 提案内容 

ア．連絡先の表示 トラブルや苦情、問合せ等

の際の連絡先がわかりや

すく表示されるか 

 

イ．トラブル等の対

応 
トラブルや苦情、問合せ等

の際、迅速な対応が取れる

体制が整備されるか 

 

 
（５）〔実績〕 
項目 内容 提案内容 

ア．設置実績 市施設への設置実績年数  
イ．事業協力 過去１年間の市事業への

協力 
 

 
 
３ 還元率（自動販売機に係る売上合計額（消費税及び地方消費税含む）に乗じる率） 

提案還元率  ％ （小数点第１位までの数値を記載） 

 
 
注１ 実績に記載する内容については、その事実が確認できる書類を添付してください。 
注２ 記載欄が不足する場合は表を追加し記載してください。なお、別紙（任意形式）の提

出でも構いませんが、用紙サイズはＡ４版（縦）とします。 
注３ 自動販売機の機種等、内容がわかるものを添付してください。 
注４ 設置実績について、市と提案事業者が直接契約した実績に限ります。 
  （下請け等による実績は不可。） 
注５ 全ての項目に記入（該当なしの場合は、その旨）をしてください。 



様式２号 

 

市税等納付・納入状況調査同意書 
 
 

令和  年   月   日 
 
（あて先）川口市長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当社（私）は、川口市都市公園自動販売機設置事業者応募のため、次の川口市税等

の納付・納入状況について、川口市が関係公簿等を調査することに同意します。 
 
調査の対象となる税目 

 
・市民税（法人：法人市民税／個人事業者：個人市民税） 
・特別徴収分の個人市民税 
・固定資産税（土地・家屋・償却資産） 
・都市計画税 
・事業所税 
・軽自動車税 
・国民健康保険税（個人事業者のみ） 
・水道料金及び下水道使用料 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者役職名 

代 表 者 名                  



様式３号 
 

質 問 書 
令和  年  月  日 

 
（あて先）公園課長 
 

住所又は所在地 
氏名又は名称             
代表者名               
担当者名 
担当者連絡先 

 
質 問 事 項 記 入 欄 

項目 質 問 内 容 
  

  

  

 
 

【送付先】 
川口市建設部公園課管理係 
電話番号 048-242-6337 
Ｅメール 120.07000@city.kawaguchi.saitama.jp 

mailto:120.07000@city.kawaguchi.saitama.jp


様式４号 
災害時飲料提供型自動販売機に関する覚書 

 
 川口市（以下「甲」という）と、提携業者（以下「乙」という）とは、災害時飲料提供型自動販売

機（以下「自販機」という）の災害時における取り扱いにおいて、次の通り覚書を締結する。 
 
（定義） 
第１条  この覚書において「災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 2 条第 1

号に定めるものをいう。  
 
（在庫商品の提供） 
第２条  甲は、甲の行政区域内で災害が発生し、被災者に救援用飲料（以下「飲料」という）を提

供する必要があると認めるときは、乙に施設に設置した自動販売機の在庫商品を甲に無償

で提供するものとする。 
 
（自販機の操作） 
第３条  前条の場合、甲は、自販機のキースイッチを乙の許可を得ることなく操作し、在庫商品

を飲料として被災者に供することができる。 
 
（操作用鍵の貸与） 
第４条  乙は、前条のキースイッチ操作用の鍵を、甲に貸与するものとする。 
 
（有効期限） 
第５条  この覚書の有効期限は、締結日から令和  年  月  日までとする。 
 
（協議） 
第６条  この覚書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議して定めるもの

とする。 
     この覚書締結の証として本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有す

る。 
 
令和 年  月  日 

甲 住所 川口市青木２－１－１ 
                       氏名 川口市長 岡村 ゆり子   
 

乙 住所 
                       氏名 
 


